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表紙

自：2022年４月１日 至：2023年３月31 日

本内容は、法令および当社定款第14条第２項の規定に基づき、書面交付請求
をいただいた株主さまに対して交付する書面には記載しておりません。
なお、本定時株主総会におきましては、書面交付請求の有無に関わらず、株
主のみなさまに電子提供措置事項から本内容を除いたものを記載した書面を
一律でお送りしております。

第７７期定時株主総会資料
（電子提供措置事項のうち交付書面省略事項）

事業報告
・企業集団の現況に関する事項

主要な事業内容、主要な事業所等、従業員の状況、主要な借入先およ
び借入額

・会社の新株予約権等に関する事項
・会社役員に関する事項

責任限定契約の内容の概要、役員等賠償責任保険契約に関する事項
・会計監査人の状況
・業務の適正を確保するための体制および当該体制の運用状
況の概要

連結計算書類
・連結株主資本等変動計算書、連結注記表

計算書類
・株主資本等変動計算書、個別注記表

ハウス食品グループ本社株式会社



2023/05/22 19:35:45 / 22950014_ハウス食品グループ本社株式会社_招集通知

主要な事業内容、主要な事業所等、従業員の状況

主要な事業内容 (2023年３月31日現在)

事 業 の 種 類 別 セ グ メ ン ト 主　　要　　な　　事　　業　　内　　容
香辛・調味加工食品事業 ・カレー、シチュー、スパイスなどの製造・販売事業
健康食品事業 ・健康食品、飲料などの製造・販売事業
海外食品事業 ・大豆関連製品、香辛調味食品、飲料などの製造・販売事業

・当社グループ製品の輸出入販売事業
外食事業 ・レストランの経営および企画・運営事業
その他食品関連事業 ・総菜、焼成パン、デザートの製造・販売事業

・農産物、食品などの輸出入および販売事業
・食品の安全・衛生に関する分析サービス事業

企業集団の現況に関する事項

主要な事業所等 (2023年３月31日現在)

大阪本社（本店） 大阪府東大阪市
東京本社 東京都千代田区
千葉研究センター 千葉県四街道市

①当　社

②子会社
事業報告の企業集団の現況「重要な子会社の状況」に記載のとおりであります。

従業員の状況 (2023年３月31日現在)

従　業　員　数 前　期　末　比　増　減

6,806名 637名増
(注)１. 従業員数は就業人員数であり、臨時従業員および休職者を含みません。

2. 従業員数が前期末と比べて637名増加した主な理由は、2022年９月30日付で、キーストーンナチュラルホールディングス社、ネイチャーソイ
社、スーペリアナチュラル社を連結の範囲に含めたためであります。
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主要な借入先および借入額、会社の新株予約権等に関する事項、会社役員に関する事項

主要な借入先および借入額 (2023年３月31日現在)

子　　会　　社　　の　　名　　称 借　　　入　　　先 借　　入　　残　　高
株式会社ヴォークス・トレーディング 株式会社三井住友銀行 3,950百万円

株式会社ヴォークス・トレーディング 株式会社三菱UFJ銀行 300百万円

株式会社ヴォークス・トレーディング 株式会社りそな銀行 300百万円

株式会社ヴォークス・トレーディング 株式会社八十二銀行 150百万円

①当　社
　グループトータルでの効率的な資金運用を目的としたキャッシュ・マネジメント・システムの導入により、資金集
約に伴う関係会社からの借入金を計上しております。当社の事業年度末の借入残高は222億73百万円であります。

②子会社

会社の新株予約権等に関する事項
　該当事項はありません。

会社役員に関する事項

責任限定契約の内容の概要
　当社は、取締役（業務執行取締役等であるものを除く。）５名との間で、会社法第427条第１項の規定に基づき、同
法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法
令に定める額としております。

役員等賠償責任保険契約に関する事項
　当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結し、取締役全員を被
保険者としております。
　当該保険契約では、被保険者が会社の役員としての業務につき行った行為（不作為を含みます。）に起因して、保険
期間中に株主およびその他第三者から損害賠償請求がなされた場合に係る損害賠償金および訴訟費用等が填補されるこ
ととなります。ただし、法令違反の行為であることを認識して行った行為の損害等は補償対象外となる等の一定の免責
事由があります。なお、保険料は当社が負担しております。
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会計監査人の状況

70百万円

140百万円

会計監査人の状況

(１) 会計監査人の名称
有限責任監査法人トーマツ

(２) 当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額
①公認会計士法第２条第１項の監査業務の報酬等

②当社および子会社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額

(注) １. 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておら
ず、実質的にも区分できませんので、当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

２. 当社監査等委員会は、会計監査人から必要な資料を入手し報告を受けたうえで、過年度の監査実績、当該事業年度の監査計画の内容、報酬見
積りの根拠等について検討した結果、これらについて適切であると判断し、会計監査人の報酬等について同意しております。

３. 当社の重要な子会社のうち、ハウス食品（中国）投資社、ハウスオソサファフーズ社、台湾ハウス食品社は当社の会計監査人以外の公認会計
士または監査法人の監査を受けております。

(３) 非監査業務の内容
　該当事項はありません。

(４) 会計監査人の解任または不再任の決定の方針
　当社では、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認められる場合には、監査等委員全員
の同意に基づき監査等委員会が、会計監査人を解任いたします。この場合、監査等委員会が選定した監査等委員は、解
任後最初に招集される株主総会におきまして、会計監査人を解任した旨と解任の理由を報告いたします。
　会計監査人が職務を適切に遂行することが困難と認められる場合には、監査等委員会は、会計監査人の解任または不
再任に関する株主総会の議案の内容を決定します。
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業務の適正を確保するための体制および当該体制の運用状況の概要

取締役の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制

　当社は監査等委員会設置会社として、監査等委員会と監査等委員である取締役５名（うち、社外取締役４名）で構
成され、取締役の職務の執行および取締役会の決議の適法性、妥当性の監視・監督および監査を行います。
　取締役会は取締役12名（うち、社外取締役４名）で構成され、当社グループの重要な業務執行を決定するととも
に、他の取締役およびグループ会社の業務執行を監視・監督いたします。
　取締役会の任意の諮問機関として、委員の過半数を独立した社外取締役で構成し、独立社外取締役を委員長とする
指名諮問委員会および報酬諮問委員会を設置し、取締役の選任・解任、報酬決定の手続きにおいて、客観性と透明性
を確保しております。
　監査等委員会は、業務監査および財務報告に係る内部統制の担当部門である監査部に指示命令権を持ち、緊密に連
携し、監査状況・内部統制システム評価状況の確認および定期的な意見交換、調査や具体的な指示を出すほか、会計
監査人や顧問弁護士と連携を図り、取締役の職務執行の監査を組織的に行います。
　会計監査につきましては、有限責任監査法人トーマツと会社法監査および金融商品取引法監査について監査契約を
締結しております。
＜運用状況＞
　監査等委員である取締役は、取締役会へ出席し意見表明を行うほか、必要に応じて会計監査人や顧問弁護士と連携
を図り、取締役の職務執行の監査を行っております。常勤の監査等委員である取締役は、取締役会や経営会議をはじ
めとする社の重要な会議へ出席し、業務監査および財務報告に係る内部統制の担当部門である監査部に対し、監査状
況・内部統制システム評価状況の確認および定期的な意見交換を実施しております。加えて、取締役や部署長に対し
適宜ヒアリングを行うとともに、事業所、部署およびグループ会社への計画的な監査を実施しております。
　会計監査人による会計監査につきましては、財務部が窓口となり実施しております。

業務の適正を確保するための体制および当該体制の運用状況の概要

(１) コーポレート・ガバナンスの基本的な考え方
　当社グループは、経営組織の活性化と迅速な意思決定を旨とする『スピード経営』に取り組むことにより、経営の有
効性と効率性を高め、企業価値の最大化を追求しております。また、激変する経営環境に適正に対応すべく、企業の社
会性と透明性の向上および説明責任の遂行に努め、コンプライアンスの徹底を図るためにコーポレート・ガバナンス体
制を構築しております。
　なお当社は、2015年12月より株式会社壱番屋をグループ化しております。同社は上場会社であり、当社は同社の内
部統制システムを尊重した運用を行っております。

(２) コーポレート・ガバナンスの体制および当該体制の運用状況の概要
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業務の適正を確保するための体制および当該体制の運用状況の概要

①取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制

　適正な情報管理を進めるために「ハウス食品グループ情報管理規程」および関連する諸規則を整備しております。
　当社および子会社の重要事実などの適時開示の判断につきましては、情報管理統括責任者である総務部担当取締役
の指揮のもと、総務部が担当しております。
＜運用状況＞
　取締役の職務の執行に係る情報を記録する取締役会議事録、経営会議議事録、認可申請書などの文書（電磁的記録
を含む）を、法令・定款および社内規程に従い保存・管理しております。
　取締役会や経営会議において決定される事項および、当社ならびに子会社において発生した内部情報につきまして
は、総務部を中心に関係部署が「ハウス食品グループ重要情報適時開示規程」に従い、情報の重要性・適時開示の要
否を判断しております。株主や投資家のみなさまに対する積極的なＩＲ活動や企業情報の適時開示を通じて、企業運
営の透明性を高めております。
　営業秘密や個人情報などの管理に関しては、ｅラーニングなどにより継続して周知徹底に努めております。

②損失の危険の管理に関する規程その他の体制

　リスク管理体制としましては、「ハウス食品グループリスクマネジメント規程」を策定し、想定されるリスクを明
確にして共有するとともに、各種リスクについて対応要領を整備しております。万一リスク顕在化の際には、関係部
署の緊密な連携により、迅速かつ的確に対処していく体制を構築しております。また、リスクマネジメントに関する
活動を推進するコンプライアンス・リスク管理部を設置しております。
　なお、食品メーカーとして常に安全・安心な製品をお届けするよう、品質に関する基準や方針を適宜見直す体制と
しており、グループ品質保証体制の強化・改善を図る品質保証統括部を設置しております。
＜運用状況＞
　リスクマネジメント強化を目的に設置しているグループリスクオーナー会議が、グループＣＳＲ委員会の監督のも
と、グループ横断的にリスクを分析・評価するとともに、対応策を策定し、その対応策の有効性をモニタリングおよ
びレビューするリスクマネジメントシステムを運用することにより、継続的な改善に努めております。
　食の品質に関わる情報共有と課題検討の場としてグループ品質保証会議を開催し、品質保証体制の一層の強化を図
っております。

(３) 業務遂行における内部統制システムの基本的な考え方
　当社グループは、業務遂行における内部統制システムをコーポレート・ガバナンス体制の充実と、企業理念・経営目
標の実現・達成のための仕組みととらえ、体制の構築と的確で効果的な運用を通して、企業価値の向上と持続的な発展
に繋げるべく取組を進めております。

(４) 業務執行・内部統制システムの体制および当該体制の運用状況の概要
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業務の適正を確保するための体制および当該体制の運用状況の概要

　また、バリューチェーン全体を俯瞰した取組・方策や各事業会社の実状に即した取組・方策を議論し決定する、グ
ループ品質保証責任者会議を設置しております。

③取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

　当社グループは、持株会社体制のもと、権限委譲に伴う各グループ会社の意思決定のスピードアップと活力ある組
織運営に努めております。当社の取締役は、主要なグループ会社の代表取締役社長を兼務するほか、取締役（監査等
委員である取締役を除く。）の任期を１年とし、権限と責任を明確にするとともに、経営環境の変化に迅速に対応で
きるようにしております。
　「業務分掌規程」、「職務権限責任規程」をはじめとする社内諸規程、諸規則を整備し、取締役の決裁事項を適宜
閲覧できるシステムを構築するなど、業務執行が効率的かつ適正に行われるよう体制を整備しております。併せて、
お客様相談部や、当社ホームページでのお問い合わせ窓口を通して、お客さまなどの社外の声を企業運営に反映でき
る体制をとっております。
＜運用状況＞
　取締役会を原則月１回、経営会議を原則月２回開催し、迅速で効率的な業務執行を行っております。お客様相談部
に寄せられたお客さまの声は、業務執行取締役に日報で報告されているほか、取締役会や経営会議において冒頭の報
告議題としており、企業運営に反映しております。

④使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制

　監査部を設置し、社内諸規程の遵守状況や業務遂行の適正性などについて、監査を実施しております。
　また、財務報告に係る内部統制の構築につきましては、監査部が主管し、事業所、部署の内部統制の構築および内
部統制システムの運用状況の評価などを行っており、より信頼性の高い財務報告ができる体制を確保しております。
　さらに、企業倫理が強く求められる時代背景にあって、「ハウス食品グループＣＳＲ方針」のもと、ＣＳＲに関連
する必要な方針、規程を定めるとともに、コンプライアンス体制の確立、浸透、定着を目的に、コンプライアンス・
リスク管理部を設置しております。また、コンプライアンス違反行動（反するおそれのあるものを含む。）などを察
知し、通報や相談を受け付けるヘルプラインを設置することなどを定めた「ハウス食品グループ相談・報告制度（コ
ンプライアンス・ヘルプライン）運用細則」を整備しております。
　併せて、企業の倫理的使命として、市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力・団体に対し、毅然とした
態度でのぞみ、一切の関係を遮断いたします。この基本的な考え方を「ハウス食品グループ行動指針」に明記してお
ります。また、万一反社会的勢力から脅威を受けたり、被害を受けるおそれがある場合の対応要領を整備し、必要な
情報が総務部に報告され、被害を防ぐ体制をとっております。
＜運用状況＞
　監査部は、年間約20箇所の事業所、部署、グループ会社に対し、内部監査を計画的に実施しております。また、
グループにおける重大リスクとこれまでの監査結果をもとに特定のテーマを選定し、グループ全社を横串で総点検す
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るテーマ監査と、組織における統制の有効性を業務責任者（部署長）が自ら評価・改善を行うことを目的としたアン
ケート形式によるＣＳＡ（コントロール・セルフ・アセスメント）を、別途実施しております。監査結果は社長なら
びに関係取締役に報告し、改善すべき点があれば被監査部署へ改善計画を求め、期限を定めて改善状況の確認を行う
など、内部統制システムの向上に取り組んでおります。
　グループ各社のコンプライアンス意識の醸成に向けた具体的な改善活動の推進を目的に設置したコンプライアンス
推進委員会が、グループＣＳＲ委員会の監督のもと、コンプライアンス体制の確立を図っております。
　コンプライアンス・ヘルプラインは、コンプライアンス・リスク管理部および外部機関が窓口となり、随時通報や
相談を受付しております。
　反社会的勢力を排除するために、平素から警察や弁護士、暴力追放運動推進センターなど専門機関との連携を深
め、情報収集に努めております。

⑤当社およびその子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

a. 子会社の取締役等の職務の執行に係る事項の当社への報告に関する体制
　主要なグループ会社の代表取締役社長を兼務する取締役または関係会社担当取締役が、子会社の取締役等の職務の
執行を監督しております。

b.子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制
　「ハウス食品グループリスクマネジメント規程」に基づき、リスクマネジメントシステムの運用を行っておりま
す。また、主要なグループ会社は、グループ品質保証会議に参加し、品質保証体制の一層の強化を図っております。

c. 子会社の取締役等の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
　グループ会社に対しては、「関係会社管理規程」に基づき適正な企業経営の推進支援を図るとともに、必要に応じ
て、当社の関係各部署が効率的な事業運営をサポートする体制をとっております。

d.子会社の取締役等および使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制
　「ハウス食品グループＣＳＲ方針」に基づいた、グループとして一貫性のあるコンプライアンス活動を行っており
ます。また、監査部がグループ会社の内部監査、内部統制の構築および内部統制システムの運用状況の評価などを行
っており、より信頼性の高い財務報告ができる体制を確保しております。
＜運用状況＞
　取締役会で、主要なグループ会社の代表取締役社長を兼務する取締役および関係会社担当取締役から、グループ会
社の業績報告が定期的に行われております。
　グループ会社にＣＳＲ委員会を設置し、想定されるリスクを定期的かつ横断的に分析・評価するとともに、対応策
を策定し、その対応策の有効性をモニタリングおよびレビューするリスクマネジメントシステムを運用しておりま
す。



2023/05/22 19:35:45 / 22950014_ハウス食品グループ本社株式会社_招集通知

業務の適正を確保するための体制および当該体制の運用状況の概要

　監査部が、グループ会社の内部監査および財務報告に係る内部統制の構築や内部統制システムの運用状況の評価
を、定期的に行っております。
⑥監査等委員会の職務を補助する事務局の設置と当該スタッフの独立性および当該スタッフに対する指示の実効性の
確保に関する事項

　当社は、監査等委員会および常勤の監査等委員の職務を補助するスタッフとして、監査部に専任スタッフ１名と若
干名の兼任スタッフを置いております。当該スタッフが所属する監査部を監査等委員会直下の組織体制とし、監査等
委員会に指示命令権を持たせることで、監査等委員会の指示の実効性を確保しております。
　また、監査等委員会の運営事務局を総務部が担当し、監査等委員会の職務を補助しております。
＜運用状況＞
　当該スタッフは、監査等委員権限による直接の指示のもと、監査等委員会事務局業務や監査等委員監査に係る情報
収集などを行っております。

⑦監査等委員会への報告に関する事項

a. 当社の取締役および使用人が監査等委員会に報告するための体制
　常勤の監査等委員である取締役は取締役会、経営会議などの重要な会議へ出席するほか、重要な決裁書類は全て閲
覧・確認しております。また、監査に際して確認を要する事項につきましては、担当取締役、部署長に対し適宜ヒア
リングを行うとともに、監査部による監査結果の報告会へ出席し、意見交換を行う体制をとっております。

b.子会社の取締役、監査役、使用人またはこれらの者から報告を受けた者が当社の監査等委員会に報告するための
体制

　常勤の監査等委員である取締役が、主要なグループ会社の非常勤監査役を兼務し、当該グループ会社の取締役会そ
の他の会議に出席しております。また、常勤の監査等委員である取締役はグループ会社を定期的に監査し、グループ
会社の社長、取締役等に対し、適宜ヒアリングを行っております。
＜運用状況＞
　取締役会は原則月１回、経営会議は原則月２回開催され、重要な経営課題が報告されております。
⑧監査等委員会への報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保するための
体制

　「ハウス食品グループ相談・報告制度（コンプライアンス・ヘルプライン）運用細則」において、内部通報をした
者が不利な取扱いを受けないことを定めており、監査等委員会への報告をした者に対しても、この考え方を準用して
おります。
＜運用状況＞
　上記の運用細則における考え方を準用し、監査等委員会に報告をした者が、当該報告を理由として不利な取扱いを
受けることはない運用としております。
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⑨監査等委員の職務の執行について生ずる費用の前払または償還の手続その他の当該職務の執行について生ずる費用
または債務の処理に係る方針に関する事項

　当社は監査等委員である取締役の通常の職務の執行について生ずる費用を、監査計画に応じた予算を設定したうえ
で、費用の処理を行う体制としております。
＜運用状況＞
　監査等委員である取締役がその職務の執行について、費用の前払等の請求をしたときは、当該請求に係る費用が監
査等委員である取締役の職務の執行に必要でないと認められた場合を除き、速やかに当該費用を支払っております。

⑩その他当社の監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制

　上記⑥～⑨に記載のとおりです。



2023/05/22 19:35:45 / 22950014_ハウス食品グループ本社株式会社_招集通知

【ご参考】取締役会の実効性評価

【ご参考】取締役会の実効性評価
　当社では、2022年12月から2023年１月にかけて取締役会の実効性評価を実施し、その結果について分析・評価を
行いました。その評価方法および結果の概要は、以下のとおりであります。今後も定期的に実効性評価を実施するサイ
クルを確立させ、結果を踏まえた課題の改善や強みの強化に努めてまいります。

1.　評価方法
1）回答対象　：　取締役　全12名（うち社外取締役４名）
2）回答期間　：　2022年12月から2023年１月
3）実施方法　：　アンケート方式（４段階評価+自由記述評価）
4）主な評価項目　：
①　取締役会“決議事項”の審議状況
②　取締役会“報告事項”の運用状況
③　取締役会の機能・運営の状況
④　監査等委員会、指名諮問委員会、報酬諮問委員会との連携状況

2.　結果の概要
　評価結果をもとに、取締役会の実効性向上に向けた対応を経営会議および取締役会で検討しております。

1）評価の結果
　取締役会の機能や運営は適切であり、監査等委員会および指名諮問委員会・報酬諮問委員会との連携を含め、当
社の取締役会の実効性は概ね高い評価である一方で、取締役会の運営面で改善の余地があることを確認いたしまし
た。

2）今後の対応
　今回抽出された課題に即した取締役会の運営強化と改善取組を継続することで取締役会の実効性のさらなる向上
を図り、コーポレート・ガバナンスの一層の強化に努めてまいります。
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連結株主資本等変動計算書（自 2022年４月１日　至 2023年３月31日） （単位：百万円）

株 主 資 本
資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株 主 資 本 合 計

当 期 首 残 高 9,948 22,829 208,969 △3,984 237,762
連結会計年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △4,534 △4,534
親会社株主に帰属する当期純利益 13,703 13,703
自 己 株 式 の 取 得 △6,003 △6,003
自 己 株 式 の 処 分 △2 30 28
自己株式処分差損の振替 1 △1 －
株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額) －

連結会計年度中の変動額合計 － △1 9,169 △5,973 3,195
当 期 末 残 高 9,948 22,829 218,137 △9,957 240,957

その他の包括利益累計額
非支配株主持分 純資産合計その他有価証券

評 価 差 額 金
繰 延
ヘッジ損益

為 替 換 算
調 整 勘 定

退職給付に係る
調 整 累 計 額

その他の包括利益
累 計 額 合 計

当 期 首 残 高 21,257 40 2,925 6,982 31,204 29,601 298,567
連結会計年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 － △4,534
親会社株主に帰属する当期純利益 － 13,703
自 己 株 式 の 取 得 － △6,003
自 己 株 式 の 処 分 － 28
自己株式処分差損の振替 － －
株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額) △350 △224 2,667 △1,961 132 △550 △418

連結会計年度中の変動額合計 △350 △224 2,667 △1,961 132 △550 2,776
当 期 末 残 高 20,907 △184 5,592 5,021 31,336 29,050 301,343

（注）記載金額は、百万円未満を四捨五入して表示しております。
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連　結　注　記　表

Ⅰ．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等
１．連結の範囲に関する事項

(1) 連結子会社の数及び名称
連結子会社……………………………42社

主要な連結子会社は、ハウス食品㈱、ハウスウェルネスフーズ㈱、㈱壱番
屋、㈱ギャバン、㈱ヴォークス・トレーディング、㈱デリカシェフ、ハウ
スフーズホールディングUSA社、ハウスフーズアメリカ社、キーストーン
ナチュラルホールディングス社、ネイチャーソイ社、ハウス食品（中国）
投資社、ハウス食品グループアジアパシフィック社、ハウスオソサファフ
ーズ社、台湾ハウス食品社であります。

新たに設立したハウス食品グループアジアパシフィック社、パッチワークキルト㈱、ササハウスフーズインド
ネシア社と、株式取得したキーストーンナチュラルホールディングス社、ネイチャーソイ社、スーペリアナチ
ュラル社を連結の範囲に含めております。また、韓国カレーハウス社は清算が結了したため、連結の範囲から
除外しております。

(2) 主要な非連結子会社の名称等
記載すべき主要な非連結子会社はありません。
連結の範囲から除いた理由

非連結子会社は、いずれも小規模会社であり、合計の総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）およ
び利益剰余金（持分に見合う額）等は、いずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼしていないためでありま
す。

２．持分法の適用に関する事項
(1) 持分法を適用した関連会社の数及び名称

持分法を適用した関連会社…………５社（イチバンヤミッドウエストアジア社、ヴォークス・トレーディング
タイ社、サンヨー缶詰㈱、Ｆ－ＬＩＮＥ㈱、フレーバーフルブランズ社）

(2) 持分法を適用しない主要な非連結子会社及び関連会社の名称等
記載すべき主要な非連結子会社および関連会社はありません。
持分法を適用しない理由

持分法を適用していない会社は、それぞれ当期純損益（持分に見合う額）および利益剰余金（持分に見合う
額）等からみて、持分法の対象から除いても連結計算書類に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体としても
重要性がないため、持分法の適用範囲から除外しております。
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３．会計方針に関する事項
(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

①有価証券
・満期保有目的の債券………………償却原価法（定額法）
・その他有価証券

市場価格のない
株式等以外のもの………………時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均

法により算定）
市場価格のない株式等…………総平均法による原価法

②デリバティブ
時価法

③棚卸資産
主として総平均法による原価法（収益性の低下による簿価切り下げの方法）、一部子会社については、移動
平均法による原価法（収益性の低下による簿価切り下げの方法）を採用しております。

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法
①有形固定資産（リース資産及び使用権資産を除く）

当社および国内子会社は、主として建物および構築物（2016年３月31日以前に取得した建物附属設備およ
び構築物を除く）については定額法、建物および構築物以外については定率法、在外連結子会社は定額法に
よっております。なお、主な耐用年数は、以下のとおりであります。

建物及び構築物 ３～50年
機械装置及び運搬具 主として10年

②無形固定資産（リース資産及び使用権資産を除く）
定額法
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

商標権 主として42年
ソフトウエア 見込利用可能期間（５年）
契約関連無形資産 30年

③リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産は、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零と
する定額法によっております。
なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が2008年３月31日以前のリース
取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。
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④使用権資産
定額法によっております。

(3) 重要な引当金の計上基準
①貸倒引当金

債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権など特定の債権
については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

②賞与引当金
従業員に対する賞与の支給に備えるため、将来の支給見込額のうち、当連結会計年度負担額を計上しており
ます。

③役員賞与引当金
役員に対して支給する賞与の支出に充てるため、当連結会計年度における支給見込額に基づき、当連結会計
年度に見合う額を計上しております。

④株主優待引当金
グループ会社の株主優待券の利用による費用負担に備えるため、株主優待券の利用実績率に基づき、当連結
会計年度末における将来の株主優待利用見込額を計上しております。

(4) その他連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項
①連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社のうち、㈱壱番屋の決算日は２月末日、㈱ヴォークス・トレーディング、ハウスフーズホールデ
ィングUSA社、ハウスフーズアメリカ社、キーストーンナチュラルホールディングス社、ネイチャーソイ
社、ハウス食品（中国）投資社、ハウス食品グループアジアパシフィック社、ハウスオソサファフーズ社、
台湾ハウス食品社ほか18社の決算日は12月末日であり、その決算日現在の財務諸表をもって連結しており
ますが、連結決算日との間に生じた重要な取引については連結上必要な調整をすることとしております。そ
の他の連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。

②退職給付に係る会計処理の方法
ａ．退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法について
は、給付算定式基準によっております。

ｂ．数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法
過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（主として10年）にて、定
額法により発生時から費用処理しております。
数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（主として10年）によ
り、主として定額法により、発生の翌連結会計年度から費用処理しております。
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③重要なヘッジ会計の方法
ａ．ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理によっております。
なお、振当処理の要件を満たしている為替予約については、振当処理を採用しております。

ｂ．ヘッジ手段とヘッジ対象
ヘッジ手段………為替予約取引
ヘッジ対象………外貨建債務、外貨建予定取引および外貨建定期預金

ｃ．ヘッジ方針
デリバティブ取引関係に関する内部規程に基づき、外貨建取引のうち、為替相場の変動によるリスクをヘ
ッジする目的でデリバティブ取引を行っており、リスクヘッジを目的としないデリバティブ取引は行わな
い方針です。

ｄ．ヘッジ有効性評価の方法
デリバティブ取引関係に関する内部規程に基づき、取引時に重要な条件の同一性を確認しているため、有
効性の評価を省略しております。

④重要な収益及び費用の計上基準
当社グループは食品の製造・販売を主な事業とし、製品又は商品（以下、製品等）の販売に係る収益は、主
に製造又は卸売による販売であり、顧客との販売契約に基づいて製品等を引き渡す履行義務を負っておりま
す。当該履行義務は、製品等を引き渡す一時点において、顧客が当該製品等に対する支配を獲得して充足さ
れると判断し、引渡時点で収益を認識しております。なお、収益は顧客との契約において約束された対価か
ら、リベート、返品等を控除した金額で測定しております。

⑤重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準
外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理してお
ります。なお、在外子会社等の資産及び負債は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益及び
費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定及び非支配株主
持分に含めて計上しております。

⑥のれんの償却方法及び償却期間
のれんの償却については、５～10年間の均等償却を行っております。
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当連結会計年度
土地 118百万円
建物及び構築物 2,283百万円
機械装置及び運搬具 3,811百万円
その他有形固定資産 128百万円
無形固定資産 66百万円

当連結会計年度
建物及び構築物 310百万円
機械装置及び運搬具 438百万円
その他有形固定資産 13百万円
減損損失 573百万円

Ⅱ．会計上の見積りに関する注記
１．固定資産の減損

(1) 香辛・調味加工食品事業に係る資産の減損
①減損の兆候を識別した資産グループの連結計算書類計上額

②その他の情報
ハウス食品㈱他７社で構成する香辛・調味加工食品事業は、香辛・調味加工食品事業を営むために、製品を製

造する工場の土地、建物及び機械装置などの資産を保有しています。当該事業が保有する香辛・調味加工食品事
業の固定資産は、原則として製品形態区分に基づく資産グループをキャッシュ・フローを生み出す最小の単位と
し、一部は会社を単一の資産グループとして資産のグルーピングを行っております。

当連結会計年度において、ウクライナ情勢の長期化などによる原材料価格やエネルギー価格の高騰の影響を受
け、一部資産グループの営業活動から生じる損益が継続してマイナスになったことから、減損の兆候を識別して
おります。減損損失の認識の判定にあたっては、資産グループから得られる割引前将来キャッシュ・フローの総
額と帳簿価額を比較した結果、当該資産グループから得られる割引前将来キャッシュ・フローの総額が帳簿価額
を上回っていることから、減損損失を認識しないと判断しました。

この割引前将来キャッシュ・フローは、以下の仮定をおいて見積もっています。
・資産グループ別売上高の推移（市場成長率や市場占有率、製品価格改定等含む）
・資材価格や発送費等の物価上昇率とコストダウン施策の寄与
・販売促進費や広告宣伝費等の営業経費動向
これらの見積りにおいて用いた仮定が、今後の市場環境が大きく変化する場合や事業計画の未達により見直し

が必要になった場合、翌連結会計年度において減損損失を認識する可能性があります。

(2) 健康食品事業に係る資産の減損
①減損の兆候を識別した資産グループの連結計算書類計上額
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②その他の情報
当社の連結子会社であるハウスウェルネスフーズ㈱は、健康食品事業を営むために、製品を製造する工場の土

地、建物及び機械装置などの資産を保有しています。ハウスウェルネスフーズ㈱が保有する健康食品事業の固定
資産は、製品形態区分に基づく資産グループをキャッシュ・フローを生み出す最小の単位とし、また本社等の事
業資産は共用資産としてグルーピングし、減損の兆候を判定しております。

当連結会計年度において、共用資産については当連結会計年度における健康食品事業の営業活動から生ずる損
益はプラスであり、また、翌連結会計年度の営業活動から生ずる損益はプラスを見込んでおり、その他減損の兆
候に該当するような事象もないことから、減損の兆候はないものと判断しておりますが、営業活動から生ずる損
益が継続してマイナスとなっている一部の資産グループについて、減損の兆候を識別しております。減損損失の
認識の判定にあたっては、資産グループから得られる割引前将来キャッシュ・フローの総額と帳簿価額を比較し
た結果、割引前将来キャッシュ・フローが帳簿価額を下回った資産グループは、帳簿価額を回収可能価額まで減
額することにより減損損失を計上し、割引前将来キャッシュ・フローが帳簿価額を上回った資産グループについ
ては減損損失を認識しないと判断しました。

この割引前将来キャッシュ・フローは、以下の仮定をおいて見積もっています。
・資産グループ別売上高の推移（市場成長率や市場占有率等含む）
・資材価格や発送費等の物価上昇率
・販売促進費や広告宣伝費等の動向
これらの見積りにおいて用いた仮定が、今後の市場環境が大きく変化する場合や事業計画の未達により見直し

が必要になった場合、翌連結会計年度において減損損失を認識する可能性があります。

Ⅲ．会計方針の変更に関する注記
（時価の算定に関する会計基準の適用指針の適用）
　「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号　2021年６月17日。以下「時価
算定会計基準適用指針」という。）を当連結会計年度の期首から適用し、時価算定会計基準適用指針第27-２項に
定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準適用指針が定める新たな会計方針を将来にわたって適用するこ
とといたしました。これによる、連結計算書類への影響はありません。

（米国財務会計基準審議会会計基準編纂書（ASC）第842号「リース」の適用）
　米国会計基準を採用している一部の在外連結子会社は、当連結会計年度より、ASC第842号「リース」を適用し
ております。これにより、当該在外連結子会社における借手のリース取引については、原則としてすべてのリース
を貸借対照表に資産及び負債として計上することといたしました。
　当該会計基準の適用に伴い、当連結会計年度の期末において、「有形固定資産」の「その他」が3,628百万円、
「流動負債」の「リース債務」が271百万円、「固定負債」の「リース債務」が3,406百万円増加しております。
なお、当連結会計年度において、連結損益計算書に与える影響は軽微であります。
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投資有価証券（注） 507百万円
土地 502百万円
建物及び構築物 340百万円
機械装置及び運搬具 266百万円

短期借入金 72百万円
長期借入金 40百万円
（うち、1年内返済予定の長期借入金） （10百万円）

２．有形固定資産の減価償却累計額 161,185百万円

㈱壱番屋加盟店（金融機関からの借入） 46百万円
ヴォークス・クアラルンプール社（為替予約） 61百万円

受取手形 1,771百万円
売掛金 48,594百万円

Ⅳ．連結貸借対照表に関する注記
１．担保提供資産及び担保対応債務

担保に供している資産は、次のとおりであります。

担保付債務は、次のとおりであります。

（注）関税法・消費税法に基づく納期限延長制度を利用する際の担保として供託しているものであります。

３．保証債務

４．受取手形及び売掛金のうち顧客との契約から生じた債権の金額
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場　所 用　途 種　類 減損損失（百万円）

ハウスウェルネスフーズ㈱（注）１ 事業用資産 建物、機械装置等 573

ハウス食品㈱（注）１ 事業用資産 建設仮勘定 6

浙江ハウス食品社（注）１ 事業用資産 機械装置 8

㈱壱番屋
レストラン（注）２，３ 店舗 建物等 73

壱番屋レストラン管理（中国）社
中国レストラン（注）２，３ 店舗 建物等 75

壱番屋香港社
中国香港レストラン（注）２，３ 店舗 建物等 0

台湾壱番屋社
台湾レストラン（注）２，３ 店舗 建物等 47

イチバンヤUSA社
米国レストラン（注）２，３ 店舗 建物等 2

Ⅴ．連結損益計算書に関する注記
１．減損損失

当連結会計年度において、以下の資産グループについて減損損失（785百万円）を計上しております。
当社グループでは、減損の兆候を判定するにあたって、遊休資産においては個別物件単位によって、事業資産
においては主として管理会計上の事業区分に基づく製品グループ、または外食事業における店舗をキャッシ
ュ・フローを生み出す最小の単位として、さらに本社等の事業資産は共用資産としてグルーピングしておりま
す。

（注）１. 収益性が低下した事業資産および遊休資産を回収可能価額まで減額しております。なお、回収可能価額は
使用価値を使用しておりますが、将来キャッシュ・フローがマイナスであるため割引計算はしておりませ
ん。

２. 回収可能価額を正味売却価額により算定している場合には主として路線評価額によっており、使用価値に
より算定している場合には、将来キャッシュ・フローを割り引いて算定しております。

３. 地域別の内訳は、日本18店舗、中国香港８店舗、台湾５店舗、米国１店舗です。
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株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末
普通株式 100,751 － － 100,751

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末
普通株式 1,170 2,052 10 3,212

取締役会決議に基づく自己株式の取得による増加 2,051千株
単元未満株式の買取りによる増加 1千株
譲渡制限付株式報酬としての自己株式の処分による減少 10千株

決　議 株式の種類 配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円） 基準日 効力発生日

2022年６月28日
定時株主総会 普通株式 2,290 23 2022年３月31日 2022年６月29日

2022年11月８日
取締役会 普通株式 2,243 23 2022年９月30日 2022年12月５日

①配当金の総額 2,243百万円
②１株当たり配当額 23円
③基準日 2023年３月31日
④効力発生日 2023年６月28日

Ⅵ．連結株主資本等変動計算書に関する注記
１．発行済株式の種類及び総数

（単位：千株）

２．自己株式に関する事項
（単位：千株）

（変動事由の概要）

３．配当に関する事項
(1) 配当金支払額

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの
2023年６月27日開催の第77期定時株主総会の議案として、普通株式の配当に関する事項を次のとおり提
案しております。

なお、配当原資については、利益剰余金とすることを予定しております。

４．新株予約権等に関する事項
該当事項はありません。
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Ⅶ．金融商品に関する注記
１．金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針
当社グループは、資金運用については安全性の高い金融資産で運用し、また、資金調達については銀行借入
や社債発行で調達する方針であります。なお、デリバティブ取引は、内部規程に基づき、外貨建取引のう
ち、為替相場の変動によるリスクをヘッジする目的で行っており、リスクヘッジを目的としないデリバティ
ブ取引は行わない方針であります。

(2) 金融商品の内容及びそのリスク
営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。有価証券及び投資有価証券
は、主に満期保有目的の債券および業務上の関係を有する取引先企業の株式であり、市場価格の変動リスク
に晒されております。
営業債務である支払手形及び買掛金、電子記録債務、未払金は、１年以内の支払期日であります。借入金
は、運転資金および設備投資資金の調達を目的としたものであり、金利は固定であります。ファイナンス・
リース取引に係るリース債務は、主に設備投資に必要な資金の調達を目的としたものであり、償還日は決算
日後最長で30年後であります。長期未払金は、主に当社の役員に対する退職慰労金であります。長期預り
保証金は、主に不動産賃貸借契約に基づく預り保証金やフランチャイズ加盟契約に基づき加盟企業から預っ
ている取引保証金等であります。

(3) 金融商品に係るリスク管理体制
①信用リスク（取引先の契約不履行等に関するリスク）の管理

営業債権は、販売及び与信に関わる管理規程に従い、取引先ごとに期日および残高を管理するとともに、主
要な取引先の信用状況を定期的にモニタリングするなど、財務状況の悪化等による回収懸念の早期把握や軽
減を図っております。
有価証券及び投資有価証券について、資金運用に関して定めた規程に従い、預金による運用は信用力の高い
金融機関との取引を対象とし、債券による運用は格付の高い銘柄のみを対象としております。
当期の連結決算日における最大信用リスク額は、信用リスクに晒される金融資産の貸借対照表価額により表
されております。

②市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理
有価証券及び投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況等を把握し、リス
クが懸念されるものについては、保有状況を継続的に見直しております。

③資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払を実行できなくなるリスク）の管理
当社グループは適時に資金繰計画を作成・更新するとともに、複数の金融機関との当座借越契約や、キャッ
シュ・マネジメント・システムを通して、国内グループ会社全体の資金管理を行うほか、機動的なグループ
内融資や外部調達などによって、流動性リスクを管理しております。

(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することによ
り、当該価額が変動することもあります。
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連結貸借対照表
計上額 時　価 差　額

(1)有価証券及び投資有価証券
満期保有目的の債券 6,000 5,992 △8
その他有価証券 49,700 49,700 －

(2)長期預金 1,000 1,001 1
資産計 56,700 56,693 △7

(1)リース債務 5,039 4,989 △50
(2)長期借入金 161 154 △7
(3)長期未払金 181 179 △2
(4)長期預り保証金 3,676 3,647 △29

負債計 9,056 8,968 △88
デリバティブ取引
　①ヘッジ会計が適用されていないもの △640 △640 －
　②ヘッジ会計が適用されているもの △314 △314 －

区　　分 連結貸借対照表計上額
非上場株式 9,429

営業・加盟保証金 95

２．金融商品の時価等に関する事項
2023年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額については、次のとおりでありま
す。なお、市場価格のない株式等は、次表には含めておりません（（注）２参照）。

（単位：百万円）

（注）１．現金及び預金、受取手形及び売掛金、支払手形及び買掛金、電子記録債務、短期借入金、未払金に
ついては、現金であること、及び短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するものであるこ
とから、注記を省略しております。

２．市場価格のない株式等
（単位：百万円）

市場価格のない株式等は、「（１）有価証券及び投資有価証券」には含めておりません。
営業・加盟保証金については、営業取引先・加盟店の営業継続期間の見積もりが実質的に困難で、時価の見
積もりの不確実性や総資産との割合を勘案し、重要性が乏しいと判断したため、「（４）長期預り保証金」
には含めておりません。
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１年以内 １年超
５年以内

５年超
10年以内 10年超

有価証券及び投資有価証券
満期保有目的の債券 6,000 － － －
その他有価証券のうち満期があるもの － 1,000 1,000 5,500

長期預金 － 1,000 － －
合　　計 6,000 2,000 1,000 5,500

１年以内 １年超
２年以内

２年超
３年以内

３年超
４年以内

４年超
５年以内 ５年超

リース債務 959 547 345 188 108 2,893
長期借入金 － 38 38 30 12 42
長期預り保証金 － 182 123 153 137 3,081

合　　計 959 767 506 371 257 6,016

３．金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額
（単位：百万円）

４．リース債務、長期借入金及び長期預り保証金の連結決算日後の返済予定額
（単位：百万円）

３．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベルに
分類しております。
レベル１の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格により算定した時価
レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを用いて算定した時価
レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価
時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞれ属
するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。
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区分 時価
レベル１ レベル２ レベル３ 合計

有価証券及び投資有価証券
その他有価証券

株式 42,208 － － 42,208
社債 － 7,493 － 7,493
その他 － － － －

デリバティブ取引
通貨関連 － 36 － 36

資産計 42,208 7,529 － 49,737
リース債務 － 3,665 － 3,665
デリバティブ取引

通貨関連 － △990 － △990
負債計 － 2,676 － 2,676

区分 時価
レベル１ レベル２ レベル３ 合計

有価証券及び投資有価証券
満期保有目的の債券

その他 － 5,992 － 5,992
長期預金 － 1,001 － 1,001

資産計 － 6,993 － 6,993
リース債務 － 1,323 － 1,323
長期借入金 － 154 － 154
長期未払金 － 179 － 179
長期預り保証金 － 3,647 － 3,647

負債計 － 5,303 － 5,303

(1）時価で連結貸借対照表に計上している金融商品
（単位：百万円）

(2）時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品
（単位：百万円）

（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明
有価証券及び投資有価証券
上場株式、社債は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているため、
その時価はレベル１の時価に分類しております。一方で、当社が保有している社債は、市場での取引頻
度が低く、活発な市場における相場価格とは認められないため、レベル２の時価に分類しております。
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デリバティブ取引
デリバティブ取引の時価は、取引金融機関から提示された金利や為替レート等の観察可能なインプット
を用いて割引現在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類しております。
長期預金
長期預金の時価は、約定単位ごとに、その将来キャッシュ・フローを新規に同様の約定を行った場合に
想定される利率で割り引いた現在価値により算定しているため、レベル２の時価に分類しております。
リース債務
リース債務の時価は、一定の期間ごとに区分した債務を、新規に同様のリース取引を行った場合に想定
される利率で割り引いた現在価値により算定しており、レベル２の時価に分類しております。なお、連
結貸借対照表計上額と時価の差額の主なものは、連結貸借対照表計上額に含まれる利息相当額でありま
す。
長期借入金
長期借入金の時価は、元利金の合計額を新規に同様の借入を行った場合に想定される利率で割り引いた
現在価値により算定しており、レベル２の時価に分類しております。
長期未払金
長期未払金の時価は、一定の期間で区分した債務ごとに、その将来キャッシュ・フローを支払期日まで
の期間に対応する国債の利回り等で割り引いた現在価値により算定しており、レベル２の時価に分類し
ております。
長期預り保証金
長期預り保証金の時価は、一定の期間で区分した債務ごとに、その将来キャッシュ・フローを支払期日
までの期間に対応する国債の利回り等で割り引いた現在価値により算定しており、レベル２の時価に分
類しております。

Ⅷ．賃貸等不動産に関する注記
賃貸等不動産の総額に重要性が乏しいため、注記を省略しております。
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事業セグメント
売上高

セグメント間の内部
売上高又は振替高

外部顧客への
売上高

　香辛・調味加工食品事業 119,802 △4,824 114,978
　健康食品事業 16,520 △448 16,072
　海外食品事業 48,875 △197 48,678
　外食事業 48,371 △106 48,265
　その他食品関連事業 50,699 △3,734 46,965
　小計 284,266 △9,310 274,957
　調整（消去）（注） △9,206 9,310 104
　合計 275,060 － 275,060

当連結会計年度
　契約資産（期首残高） －
　契約資産（期末残高） －
　契約負債（期首残高） 452百万円
　契約負債（期末残高） 634百万円

Ⅸ．収益認識に関する注記
１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報

当社グループの事業の種類別セグメントごとの売上高は次のとおりであり、下記に記載している外部顧客への
売上高は全額顧客との契約から生じる収益であります。

（単位：百万円）

（注）「調整（消去）」の外部顧客への売上高は、主に当社において計上した不動産賃貸収益であります。

２．顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、「Ⅰ．連結計算書類の作成のための基本と

なる重要な事項に関する注記等　３．会計方針に関する事項 (4)④重要な収益及び費用の計上基準」に記載のと
おりであります。

３．顧客との契約に基づく履行義務の充足と当該契約から生じるキャッシュ・フローとの関係並びに当連結会計年度
末において存在する顧客との契約から翌連結会計年度以降に認識すると見込まれる収益の金額及び時期に関する
情報

（契約資産及び契約負債の残高等）
契約負債は、主に、製品等の引渡前に顧客から受け取った対価、および外食事業セグメントにおけるフラン

チャイズ店から受け取った加盟契約時の前受金であり、収益の認識に伴い取り崩されます。

契約資産及び契約負債の残高は以下のとおりであります。

なお、契約負債は、連結貸借対照表上の流動負債のその他に含まれております。
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１．１株当たり純資産額 2,791円64銭
２．１株当たり当期純利益 139円95銭

Ⅹ．１株当たり情報に関する注記

Ⅺ．重要な後発事象に関する注記
　当社の連結子会社であるハウス食品㈱において、2023年４月１日に退職給付制度の改定を行い、確定給付企業
年金制度の一部を確定拠出年金制度へ移行いたしました。当該改定に伴う会計処理については、「退職給付制度間
の移行等に関する会計処理」(企業会計基準適用指針第１号)及び「退職給付制度間の移行等の会計処理に関する実
務上の取扱い」(実務対応報告第２号)を適用し、翌連結会計年度において、移行に伴い発生する退職給付制度改定
益約70億円を特別利益に計上する予定です。

Ⅻ．その他の注記
１．企業結合等関係

取得による企業結合
当社は、連結子会社であるハウスフーズホールディングUSA社を通じて、キーストーンナチュラルホールディン

グス社の持分の100％を取得しました。
(1) 企業結合の概要
① 被取得企業の名称及びその事業の内容

被取得企業の名称：キーストーンナチュラルホールディングス社
事業の内容：豆腐含むPlant Based food（以下、「PBF」）の製造販売

② 企業結合を行った主な理由
当社グループは、2021年４月からスタートした第七次中期計画において、「４系列バリューチェーンへのチャ

レンジ」を掲げ、「スパイス系」「機能性素材系」「大豆系」「付加価値野菜系」の４つのバリューチェーンを
私どもの提供価値である「食で健康」をお届けする領域と定め、経営資源を成長領域へ重点的に配分することで
持続的な成長をめざしております。

大豆系バリューチェーンにおいては、1983年より米国にて豆腐事業を展開しておりますが、アジア系市場を中
心に堅調に成長を続け、近年では健康意識の高まりに加え、地球環境保護などの観点からPBFの潮流にも支えら
れ、米系市場への販売が拡大しております。

米国は人口3.3億人という非常に大きな市場であり、今後も人口増加が続く有望な市場と捉えております。今後
の消費を牽引していくミレニアル世代及びZ世代と呼ばれる世代は、気候変動に対する関心が強く、環境負荷の
低い食品を選ぶ傾向にあることから、豆腐を含むPBF市場は今後も持続的な成長が見込まれます。

事業会社として豆腐事業を手掛けるハウスフーズアメリカ社は、豆腐事業の成長拡大へ設備投資を行う一方、
米系市場への更なる展開を目的とし、事業領域拡大へ向けた検討を行ってまいりました。

キーストーンナチュラルホールディングス社は、米国、カナダにおける豆腐含むPBF製品の製造販売企業であ
り、クリーンな原材料やおいしさにこだわり、多くのお客さまに健康的な食生活を提供するというビジョンを掲
げ、近年着実な成長を遂げております。このビジョンは、ハウスフーズアメリカ社がめざす方向性と合致してお
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取得の対価　　　現金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　13,437百万円

り、双方、豆腐を軸とし、製品の展開領域、米国内の販売エリア・顧客基盤など相互補完性が強く、将来の成長
へ向けた戦略的パートナーとしての適合性は高いと考えております。

今後、キーストーンナチュラルホールディングス社が保有する製品開発力やハウスフーズアメリカ社及び当社
グループが保有する技術との連携により、付加価値型の豆腐、PBF等のポートフォリオ拡充を実現し、米系市場
への展開を加速いたします。本買収により、ケンタッキー州に建設予定の生産拠点を含め、大豆系バリューチェ
ーンとして計８か所の生産拠点を有することになりますが、最適な生産供給、販売体制を構築し、より多くのお
客さまへのサービス提供をめざします。また、キーストーンナチュラルホールディングス社のリソースも含め
て、欧州など米国以外のエリアへの事業展開の検討を進めてまいります。キーストーンナチュラルホールディン
グス社のグループ化により、米国豆腐事業の中長期的な成長を企図するとともに、グローバル化をより一層進
め、人と地球の健康に貢献できるグッドパートナー、サステナブルな社会構築をめざしてまいります。

③ 企業結合日
2022年９月30日

④ 企業結合の法的形式
現金を対価とする株式の取得

⑤ 結合後企業の名称
変更はありません。

⑥ 取得した議決権比率
100％

⑦ 取得企業を決定するに至った主な根拠
当社の子会社が現金を対価として株式を取得したためであります。

(2) 連結計算書類に含まれている被取得企業の業績の期間
被取得企業の決算日は連結決算日と異なっておりますが、決算日の差異が３ヶ月を超えないため、被取得企業

の決算数値を基礎として連結計算書類を作成しております。なお、被取得企業の企業結合日を2022年９月30日
としており、当連結会計年度において2022年10月１日から2022年12月31日までの期間の業績を含めておりま
す。

(3) 被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳

取得原価　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　13,437百万円
(4) 主要な取得関連費用の内容及び金額

アドバイザリー費用等　　　324百万円
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流動資産 2,373百万円
固定資産 1,596百万円
資産合計 3,969百万円

流動負債 812百万円
固定負債 3,486百万円
負債合計 4,298百万円

(5) 発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間
① 発生したのれんの金額

13,766百万円
なお、のれんの金額は、当連結会計年度末において取得原価の配分が完了していないため、暫定的に算定され

た金額であります。
② 発生原因

キーストーンナチュラルホールディングス社の今後の事業展開によって期待される超過収益力であります。
③ 償却方法及び償却期間

10年間にわたる均等償却
(6) 企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳

(7) 取得原価の配分
当連結会計年度末において、企業結合日における識別可能な資産及び負債の特定並びに時価の算定が未了であ

り、取得原価の配分が完了していないため、その時点で入手可能な合理的情報に基づき暫定的な会計処理を行っ
ております。

(8) 企業結合が連結会計年度の開始の日に完了したと仮定した場合の当連結会計年度の連結損益計算書に及ぼす影
響の概算額及びその算定方法
当連結会計年度における概算額の算定が困難であるため、記載しておりません。
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株主資本等変動計算書

株主資本等変動計算書（自 2022年４月１日　至 2023年３月31日）

株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 その他資本
剰余金

資本剰余金
合計

当 期 首 残 高 9,948 23,815 1 23,816
当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 －
当 期 純 利 益 －
固定資産圧縮積立金の取崩 －
自 己 株 式 の 取 得 －
自 己 株 式 の 処 分 △2 △2
自己株式処分差損の振替 1 1
株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
事業年度中の変動額(純額) －

当 期 変 動 額 合 計 － － △1 △1
当 期 末 残 高 9,948 23,815 － 23,815

株主資本
利益剰余金

自己株式 株主資本
合計利益準備金

その他利益剰余金 利益剰余金
合計固定資産

圧縮積立金 別途積立金 繰越利益
剰余金

当 期 首 残 高 2,487 421 93,900 45,828 142,636 △3,984 172,417
当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △4,534 △4,534 △4,534
当 期 純 利 益 6,787 6,787 6,787
固定資産圧縮積立金の取崩 △19 19 － －
自 己 株 式 の 取 得 － △6,003 △6,003
自 己 株 式 の 処 分 － 30 28
自己株式処分差損の振替 △1 △1 －
株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
事業年度中の変動額(純額) － －

当 期 変 動 額 合 計 － △19 － 2,271 2,252 △5,973 △3,722
当 期 末 残 高 2,487 402 93,900 48,099 144,888 △9,957 168,695

（単位：百万円）
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株主資本等変動計算書

株主資本等変動計算書（自 2022年４月１日　至 2023年３月31日）

評価・換算差額等

純資産合計その他
有価証券

評価差額金
評価・換算
差額等合計

当 期 首 残 高 21,208 21,208 193,625
当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 － △4,534
当 期 純 利 益 － 6,787
固定資産圧縮積立金の取崩 － －
自 己 株 式 の 取 得 － △6,003
自 己 株 式 の 処 分 － 28
自己株式処分差損の振替 － －
株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
事業年度中の変動額(純額) △322 △322 △322

当 期 変 動 額 合 計 △322 △322 △4,044
当 期 末 残 高 20,887 20,887 189,581

（単位：百万円）

（注）記載金額は、百万円未満を四捨五入して表示しております。
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個別注記表

建物 ３～50年

ソフトウエア 見込利用可能期間（５年）

個　別　注　記　表

Ⅰ．重要な会計方針に係る事項に関する注記
１．資産の評価基準及び評価方法

(1) 有価証券
①満期保有目的の債券…………………償却原価法
②子会社および関連会社株式…………総平均法による原価法
③その他有価証券

市場価格のない株式等
以外のもの…………………………時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均

法により算定）
市場価格のない株式等……………総平均法による原価法

なお、市場価格のない株式等については、原則として期末日の純資産額を
実質価額として減損判定を行いますが、取得時点において評価した超過収
益力等の期末日時点の価値を純資産額に反映する合理的な理由が認めら
れ、かつその金額を合理的に算定可能な場合には、当該価額を実質価額と
して減損判定を行っております。

(2) デリバティブ
デリバティブ…………………………時価法

(3) 棚卸資産
貯蔵品…………………………………先入先出法による原価法（収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）

２．固定資産の減価償却の方法
(1) 有形固定資産（リース資産を除く）

建物および構築物（2016年３月31日以前に取得した建物附属設備および構築物を除く）は定額法、建物およ
び構築物以外については定率法によっております。なお、主な耐用年数は、以下のとおりであります。

(2) 無形固定資産
定額法
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

(3) リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産は、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とす
る定額法によっております。

３．引当金の計上基準
(1) 貸倒引当金

債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権など特定の債権に
ついては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。
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個別注記表

(2) 役員賞与引当金
役員に対して支給する賞与の支出に充てるため、当事業年度における支給見込額に基づき、当事業年度に見合
う額を計上しております。

４．収益及び費用の計上基準
当社の収益は主に子会社からの経営支援料及び受取配当金となります。経営支援料については子会社への契約内

容に応じた受託業務を提供することが履行義務であり、当該履行義務は時の経過につれて充足されることから、契
約期間にわたって期間均等額で収益を計上しております。受取配当金については配当金の効力発生日をもって認識
しております。

５．その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項
(1) 重要なヘッジ会計の方法

①ヘッジ会計の方法
繰延ヘッジ処理によっております。
なお、振当処理の要件を満たしている為替予約については、振当処理を採用しております。

②ヘッジ手段とヘッジ対象
ヘッジ手段………為替予約取引
ヘッジ対象………外貨建定期預金

③ヘッジ方針
デリバティブ取引関係に関する内部規程に基づき、外貨建取引のうち、為替相場の変動によるリスクをヘ
ッジする目的でデリバティブ取引を行っており、リスクヘッジを目的としないデリバティブ取引は行わな
い方針です。

④ヘッジ有効性評価の方法
ヘッジ手段とヘッジ対象の通貨が同一であり、金額と期日についてほぼ同一であることを確認し、ヘッジ
手段が余すことなくヘッジ対象の決済に利用されていることを確認しております。

(2) 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準
外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しておりま
す。
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個別注記表

１．有形固定資産の減価償却累計額 6,041百万円
２．関係会社に対する債権債務

短期金銭債権 10,720百万円
長期金銭債権 22,310百万円
短期金銭債務 22,412百万円

４．保証債務
ジャワアグリテック社（金融機関からの借入） 158百万円

営業取引高 営業収益 16,092百万円
その他の営業取引高 1,607百万円

営業取引以外の取引高 7百万円

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末
普通株式 1,170 2,052 10 3,212

取締役会決議に基づく自己株式の取得による増加 2,051千株
単元未満株式の買取りによる増加 1千株
譲渡制限付株式報酬としての自己株式の処分による減少 10千株

Ⅱ．会計方針の変更に関する注記
（時価の算定に関する会計基準の適用指針の適用）
「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号　2021年６月17日。以下「時価算
定会計基準適用指針」という。）を当事業年度の期首から適用し、時価算定会計基準適用指針第27-２項に定める
経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準適用指針が定める新たな会計方針を将来にわたって適用することとい
たしました。これによる、計算書類への影響はありません。

Ⅲ．貸借対照表に関する注記

３．圧縮記帳
固定資産圧縮積立金は租税特別措置法に基づいて計上したものであります。

Ⅳ．損益計算書に関する注記
１．関係会社との取引高

Ⅴ．株主資本等変動計算書に関する注記
１．自己株式の種類及び株式数

（単位：千株）

（変動事由の概要）
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繰延税金資産
投資有価証券評価損 5,372百万円
関係会社出資金評価損 640百万円
貸倒引当金 363百万円
長期未払金 22百万円
未払事業税 7百万円
未払賞与 0百万円
その他 207百万円
小計 6,609百万円
評価性引当額 △6,560百万円
（繰延税金資産の合計） 50百万円

繰延税金負債
その他有価証券評価差額金 △9,195百万円
固定資産圧縮積立金 △177百万円
その他 △304百万円
（繰延税金負債の合計） △9,676百万円

繰延税金資産（負債）の純額 △9,627百万円

Ⅵ．税効果会計に関する注記
１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

２．法人税及び地方法人税の会計処理又はこれらに関する税効果会計の会計処理
当社は、単体納税制度を適用しておりますが、当事業年度中にグループ通算制度の承認申請を行い、翌事業年度

からグループ通算制度が適用されることとなりました。
なお、法人税及び地方法人税に係る税効果会計に関する会計処理及び開示については、「グループ通算制度を適

用する場合の会計処理及び開示に関する取扱い」（実務対応報告第42号　2021年８月12日）を当事業年度の期
末から適用しております。
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種類 会社等
の名称 所在地 資本金 事業の内容

議決権等の
所有又は

被所有割合（％）

関連当事者との関係
取引の内容 取引金額

（百万円） 科目 期末残高
（百万円）役員の兼任等 事業上の関係

子会社

ハウス食品
㈱

大阪府
東大阪市

2,000
百万円

カレー、シチュ
ー、スパイスな
どの製造・販売

直接　100.00 兼任2人 グループ経営管
理等

グループ運営
収入等 7,042 未収入金 646

受取配当金 3,952 － －

業務受託収入
等 592 － －

経費の立替 － 立替金 1,285

資金の貸付
資金の回収
貸付金に対す
る利息の受取

18,000
14,400

39
短期貸付金 3,650

長期貸付金 10,950

借入金に対す
る利息の支払 1 短期借入金 10,414

ハウスウェ
ルネスフー
ズ㈱

兵庫県
伊丹市

100
百万円

健康食品、飲料
などの製造・販
売

直接　100.00 なし グループ経営管
理等

借入金に対す
る利息の支払 0 短期借入金 7,283

サンハウス
食品㈱

愛知県
江南市

100
百万円

レトルト食品な
どの製造 間接　100.00 なし グループ経営管

理等
借入金に対す
る利息の支払 0 短期借入金 2,467

㈱ヴォーク
ス・トレー
ディング

東京都
中央区

500
百万円

農産物、食品な
どの輸出入・販
売

直接　  86.28 兼任1人 グループ経営管
理等

貸付金に対す
る利息の受取 7 短期貸付金 3,000

ハウスフー
ズホールデ
ィングUSA
社

米国カリ
フォルニ
ア州ガー
デングロ
ーブ市

162
百万米ドル

米国子会社を統
括する持株会社 直接　100.00 兼任1人 グループ経営管

理等

資金の貸付
貸付金に対す
る利息の受取

4,982
199

短期貸付金 935

長期貸付金 6,810

増資の引受 15,643 － －

ハウスフー
ズアメリカ
社

米国カリ
フォルニ
ア州ガー
デングロ
ーブ市

2
百万米ドル

大豆関連製品の
製造・販売およ
び当社グループ
製品の輸入販売

間接　100.00 兼任1人 グループ経営管
理等

貸付金に対す
る利息の受取 48 長期貸付金 2,270

Ⅶ．関連当事者との取引に関する注記
１．子会社及び関連会社等

（注）１．上記金額のうち取引金額には消費税等は含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。
２．取引条件および取引条件の決定方針等

上記関係会社との取引については、市場価格等を勘案し一般的取引条件と同様に決定しております。
３．国内子会社との間で資金を一元管理するキャッシュ・マネジメント・システム（以下ＣＭＳ）を導入してお

りますが、ＣＭＳを用いた資金取引について取引の内容ごとに取引金額を集計することは実務上困難である
ため、借入金の残高のみを表示しております。なお、金利については、市場金利を勘案して決定しておりま
す。

４．グループ運営収入については、契約条件により決定しております。
５．受取配当金については、グループ会社の財務状況を勘案し一定の基準に基づき決定しております。
６．経費の立替に関しては、外部の取引業者への立替払いであり、親子間の直接的な取引ではないため、取引金

額の記載を省略しております。
７．増資の引受については、ハウスフーズホールディングUSA社が実施した増資を引き受けたものです。
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１．１株当たり純資産額 1,943円65銭
２．１株当たり当期純利益 69円31銭

Ⅷ．収益認識に関する注記
（顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報）

顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、「Ⅰ．重要な会計方針に係る事項に関する注記 
４．収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。

Ⅸ．１株当たり情報に関する注記


